
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年11月８日

【四半期会計期間】 第15期第２四半期（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）

【会社名】 株式会社駅探

【英訳名】 Ekitan & Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　中村　太郎

【本店の所在の場所】 東京都港区西麻布四丁目16番13号

【電話番号】 03-6367-5951

【事務連絡者氏名】 社長室長　佐野　友義

【最寄りの連絡場所】 東京都港区西麻布四丁目16番13号

【電話番号】 03-6367-5951

【事務連絡者氏名】 社長室長　佐野　友義

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社駅探(E25206)

四半期報告書

 1/20



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第２四半期累計期間
第15期

第２四半期累計期間
第14期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 1,445,756 1,431,032 2,920,630

経常利益 （千円） 275,000 294,907 501,903

四半期（当期）純利益 （千円） 181,751 207,130 316,760

持分法を適用した場合の投資損失

(△)
（千円） △12,604 △719 △142

資本金 （千円） 291,956 291,956 291,956

発行済株式総数 （株） 6,888,800 6,888,800 6,888,800

純資産額 （千円） 1,937,066 2,220,364 2,066,846

総資産額 （千円） 2,578,835 2,756,561 2,779,221

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 34.86 38.63 60.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 34.33 38.38 59.25

１株当たり配当額 （円） 10.00 10.00 20.00

自己資本比率 （％） 75.1 80.5 74.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 220,145 179,092 533,109

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △9,183 △18,417 △21,677

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △44,349 △93,606 △89,321

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,599,884 1,922,451 1,855,383

 

回次
第14期

第２四半期会計期間
第15期

第２四半期会計期間

会計期間
自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.49 20.29

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社駅探(E25206)

四半期報告書

 3/20



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて変更があった箇

所は以下のとおりです。

　ストック・オプション等に関するリスク

　当社は、会社業績向上に対する士気高揚のため、インセンティブ・プランとして、取締役に対するストック・オプ

ションとしての新株予約権を発行しております。またストック・オプションについては、今後もインセンティブ・プ

ランの選択肢の一つとして継続的な活用を検討しております。

　平成28年９月に新株予約権のうち16,800株分が権利喪失により消滅したため、現在付与されている新株予約権の目

的となる株式の数は210,400株であり、発行済株式総数6,888,800株の3.1％に相当します。行使にあたっては自己株

式を充当する予定でありますが、これら新株予約権が行使された場合もしくは将来新たに付与される可能性のある新

株予約権の行使による潜在株式の顕在化に伴い、１株当たり当期純利益金額が希薄化した場合、株価形成に影響を及

ぼす可能性があります。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間における業績は、売上高は1,431,032千円（前年同四半期比1.0％減）、営業利益は

295,475千円（前年同四半期比7.2％増）、経常利益は294,907千円（前年同四半期比7.2％増）、四半期純利益は

207,130千円（前年同四半期比14.0％増）となりました。

　当社の主力事業であります乗換案内サービスは、公共交通機関による人々の移動をサポートする生活情報系サー

ビスとして、世の中に広く定着しております。一方で、個人及び法人ユーザーのニーズの多様化や、スマートフォ

ンの普及に伴う無料サービスの一般化等の環境変化を起点に、事業領域の拡大や新たなビジネスモデルの確立が喫

緊の課題となっております。このような状況において、当社は既存事業における収益の安定化を図りつつ、新たな

事業領域の開拓や更なる成長のための研究開発、マーケティングを行うなど事業拡大に注力してまいりました。

 

　当第２四半期累計期間の売上高につきましては、前年同四半期と比べて僅かに減少しました。コンシューマ向け

事業のうち、有料会員サービスにおいては、高単価メニューを中心に新規の有料会員獲得に向けて積極的な販促活

動を展開したことにより、売上高が増加しました。携帯電話キャリア向けの乗換案内サービスの提供につきまして

は堅調に推移し、また、広告におきましては、モバイル広告を中心に順調に推移しました。トラベル事業につきま

しては、販売対象路線の拡大、商材の拡大等の施策により、申込件数は順調に伸長し、売上高は増加しておりま

す。

　法人向け事業は、既存取引先からの受注の安定確保及び取引深耕、ならびに新規案件の獲得に向けた積極的な営

業活動を展開しているものの、前期受注した一時的な売上分の減少や、一部顧客との契約内容の見直し等の影響に

より、売上高は減少しました。

　利益につきましては、営業利益以下、各区分利益は前年同四半期と比べて増加いたしました。有料会員獲得のた

めに積極的な販促活動を展開したことにより広告販促費は増加したものの、データセンターの移設によるコスト抑

制、情報使用料の減少、人件費の抑制等が主な要因となっております。

 

　前述の取り組みの結果、各セグメントの売上高及びセグメント利益は次のとおりとなりました。

　コンシューマ向け事業の売上高は1,151,617千円（前年同四半期比4.0％増）、セグメント利益は328,854千円

（前年同四半期比8.5％増）となりました。

　法人向け事業の売上高は279,414千円（前年同四半期比17.5％減）、セグメント利益は93,297千円（前年同四半

期比11.4％減）となりました。
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(2）財政状態の分析

（資産の部）

　当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は2,385,189千円で、前事業年度末に比べて9,680千円増加して

おります。現金及び預金の増加67,067千円、売掛金の減少45,895千円が主な要因であります。当第２四半期会計期

間末における固定資産の残高は371,371千円で、前事業年度末に比べて32,339千円減少しております。有形固定資

産の減少11,461千円、ソフトウエアの減少18,389千円が主な要因であります。

（負債の部）

　当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は405,762千円で、前事業年度末に比べて136,217千円減少して

おります。役員賞与引当金の減少39,800千円、未払法人税等の減少27,901千円が主な要因であります。当第２四半

期会計期間末における固定負債の残高は130,435千円で、前事業年度末に比べて39,960千円減少しております。長

期借入金の減少40,000千円が主な要因であります。

（純資産の部）

　当第２四半期会計期間末における純資産の残高は2,220,364千円で、前事業年度末に比べて153,517千円増加して

おります。剰余金の配当があったものの四半期純利益により利益剰余金が増加したことによるものであります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ67,067千円増加し、

1,922,451千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額110,082千円があった

ものの、税引前四半期純利益294,907千円があったことなどにより、179,092千円の収入（前年同四半期比18.6％

減）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出14,866

千円、差入保証金の差入による支出2,960千円などにより、18,417千円の支出（前年同四半期比100.6％増）となり

ました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額53,606千円及び長期借

入金の返済による支出40,000千円により、93,606千円の支出（前年同四半期比111.1％増）となりました。

 

(4）研究開発活動

　当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は604千円であります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,635,200

計 25,635,200

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年11月８日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,888,800 6,888,800
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株で

あります。

計 6,888,800 6,888,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
－ 6,888,800 － 291,956 － 291,956
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（６）【大株主の状況】

  平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社ＣＥホールディングス
北海道札幌市白石区平和通15丁目北１

番21号
1,700,000 24.68

インクリメント・ピー株式会社 東京都文京区本駒込２丁目28番８号 588,000 8.54

神原　伸夫 東京都渋谷区 564,000 8.19

株式会社フジ・メディア・ホールディング

ス
東京都港区台場２丁目４番８号 543,000 7.88

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 87,900 1.28

太田　和幸 東京都八王子市 68,200 0.99

松岡　真二郎 宮城県仙台市青葉区 52,300 0.76

松井　榮藏 大阪府豊中市 50,000 0.73

辻　俊文 福岡県大野城市 34,000 0.49

松井　敏雄 群馬県高崎市 25,800 0.37

計 － 3,713,200 53.90

（注）上記大株主の状況の欄には、当社が所有する自己株式を除いております。当社は自己株式を1,527,516株所有し

ており、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は22.17％であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,527,500
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　5,359,600 53,596 －

単元未満株式 普通株式　　　1,700 － －

発行済株式総数 6,888,800 － －

総株主の議決権 － 53,596 －

（注）　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式16株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社駅探

東京都港区西麻布

四丁目16番13号
1,527,500 － 1,527,500 22.17

計 － 1,527,500 － 1,527,500 22.17

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 管理部門担当 秦野　元秀 平成28年９月30日

 

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性９名、女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年７月１日から平成28

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１　【四半期財務諸表】

(1)　【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,855,383 1,922,451

売掛金 459,197 413,302

原材料及び貯蔵品 57 24

仕掛品 － 744

その他 61,615 49,338

貸倒引当金 △745 △671

流動資産合計 2,375,509 2,385,189

固定資産   

有形固定資産 68,993 57,532

無形固定資産   

ソフトウエア 190,248 171,858

その他 19,623 10,500

無形固定資産合計 209,871 182,359

投資その他の資産 124,846 131,480

固定資産合計 403,711 371,371

資産合計 2,779,221 2,756,561

負債の部   

流動負債   

買掛金 81,907 66,025

1年内返済予定の長期借入金 80,000 80,000

未払金 131,558 111,051

未払法人税等 116,512 88,610

賞与引当金 25,307 12,894

役員賞与引当金 39,800 －

その他 66,893 47,179

流動負債合計 541,979 405,762

固定負債   

長期借入金 160,000 120,000

資産除去債務 10,395 10,435

固定負債合計 170,395 130,435

負債合計 712,374 536,197

純資産の部   

株主資本   

資本金 291,956 291,956

資本剰余金 298,133 298,133

利益剰余金 2,262,287 2,415,805

自己株式 △785,529 △785,529

株主資本合計 2,066,846 2,220,364

純資産合計 2,066,846 2,220,364

負債純資産合計 2,779,221 2,756,561
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(2)　【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 1,445,756 1,431,032

売上原価 523,921 460,448

売上総利益 921,834 970,584

販売費及び一般管理費 ※ 646,104 ※ 675,108

営業利益 275,730 295,475

営業外収益   

受取利息 167 75

営業外収益合計 167 75

営業外費用   

支払利息 877 643

為替差損 20 －

営業外費用合計 897 643

経常利益 275,000 294,907

特別損失   

固定資産除却損 2,646 －

特別損失合計 2,646 －

税引前四半期純利益 272,353 294,907

法人税、住民税及び事業税 90,674 81,141

法人税等調整額 △71 6,634

法人税等合計 90,602 87,776

四半期純利益 181,751 207,130
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(3)　【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前第２四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 272,353 294,907

減価償却費 68,168 54,341

貸倒引当金の増減額（△は減少） △161 △74

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,327 △12,413

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21,080 △39,800

受取利息 △167 △75

支払利息 877 643

固定資産除却損 2,646 －

売上債権の増減額（△は増加） 54,618 45,895

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,187 △710

仕入債務の増減額（△は減少） 6,444 △15,881

未払金の増減額（△は減少） △55,810 △20,513

その他 △8,236 △16,615

小計 296,138 289,704

利息の受取額 167 75

利息の支払額 △841 △604

法人税等の支払額 △75,319 △110,082

営業活動によるキャッシュ・フロー 220,145 179,092

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △745 △590

無形固定資産の取得による支出 △8,438 △14,866

差入保証金の差入による支出 － △2,960

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,183 △18,417

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △40,000 △40,000

ストックオプションの行使による収入 47,520 －

配当金の支払額 △51,869 △53,606

財務活動によるキャッシュ・フロー △44,349 △93,606

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 166,611 67,067

現金及び現金同等物の期首残高 1,433,273 1,855,383

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,599,884 ※ 1,922,451
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年９月30日）

広告宣伝費及び販売促進費 324,778千円 362,103千円

賞与引当金繰入額 5,203 5,009

貸倒引当金繰入額 372 292

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金 1,599,884千円 1,922,451千円

現金及び現金同等物 1,599,884 1,922,451
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（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 51,884 10.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月９日

取締役会
普通株式 52,748 10.00 平成27年９月30日 平成27年12月７日 利益剰余金

 

３　株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第２四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 53,612 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

 

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月８日

取締役会
普通株式 53,612 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

 

３　株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

（持分法損益等）

 

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
当第２四半期会計期間
（平成28年９月30日）

関連会社に対する投資の金額 49,000千円 49,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額

 
25,621 24,901

 

 
前第２四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益（△は損失）の金額 △12,604千円 △719千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 
コンシューマ向け

事業
法人向け事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,107,006 338,749 1,445,756 － 1,445,756

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 1,107,006 338,749 1,445,756 － 1,445,756

セグメント利益又はセグメント損

失（△）
303,054 105,273 408,328 △17,062 391,266

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ヘルスケア事業及びその他新規事業

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 408,328

「その他」の区分の損失（△） △17,062

全社費用（注） △115,535

四半期損益計算書の営業利益 275,730

（注）　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 
コンシューマ向け

事業
法人向け事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,151,617 279,414 1,431,032 － 1,431,032

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 1,151,617 279,414 1,431,032 － 1,431,032

セグメント利益又はセグメント損

失（△）
328,854 93,297 422,152 △15,463 406,688

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ヘルスケア事業及びその他新規事業

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 422,152

「その他」の区分の損失（△） △15,463

全社費用（注） △111,213

四半期損益計算書の営業利益 295,475

（注）　全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間

（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 34円86銭 38円63銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 181,751 207,130

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 181,751 207,130

普通株式の期中平均株式数（株） 5,213,035 5,361,284

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 34円33銭 38円38銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 80,770 35,364

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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２【その他】

　第15期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当について、平成28年11月８日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　53,612千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成28年12月５日

 

EDINET提出書類

株式会社駅探(E25206)

四半期報告書

18/20



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月８日

株式会社 駅探

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 毛　　利　　篤　　雄　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三　　木　　康　　弘　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社駅探の

平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第15期事業年度の第２四半期会計期間(平成28年７月１日から平成28年９

月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社駅探の平成28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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